
近江鉄道株式会社

科　　目 2025年度見込み 2024年度実績

営業収益 1,492百万円 1,462百万円 30.3百万円 +2.1%

営業費用 1,425百万円 1,410百万円 14.8百万円 +1.0%

営業損益 68百万円 52百万円 15.5百万円 +29.7%

・実績は百万円未満を四捨五入

・増減は十万円未満を四捨五入

＜営業収益＞

＜営業費用＞

＜営業損益＞

※本着地見込みは、第３四半期決算確定後時点の着地見込みであり、管理機構への支払額は2月の収支確定後

　再度着地見込みを算出し年度内に管理機構へ支払う。

２． 輸送実績について（2025年4月1日～2026年1月31日）

2026年3月16日

１． 着地見込みについて（2025年4月1日～2026年3月31日）

増減

2025年度着地見込みについて

二種事業営業損益68百万円から法人税相当額約3割を控除し、残り約47百万円を管理機構への支払い金額
として見込む。

旅客収入(+60百万円）の増、管理機構からの保守管理業務の受託収入（▲28百万円）の減

人件費（+57百万円）の増、委託費（管理機構から受託した修繕業務に係る費用▲56百万円）の減、動力
費（▲19百万円）の減、制服リニューアル（＋13百万円）の増、その他（＋20百万円）の増

・定期は、通勤定期、通学定期、定期合計のすべてがコロナ前の乗車人員に回復。
　特に八日市～近江八幡間の定期券の購入者が4月～1月の期間で１か月あたり前年比20数名程度増加。
　（乗車人員に換算すると約16,600名程度増加）
・定期外は、普通乗車券の利用者が増加しており、4月から9月まで対前年比で5.8％増加、特に八日市
　～近江八幡で6.3%増加。増加要因として、昨年度期間限定で発売した格安の１日フリー乗車券
　「ハッピーライドパス・１デイエンジョイパス」の効果が販売期間終了後も継続していることが考え
　られる。
※ハッピーライドパス・１デイエンジョイパス概要
　発売期間：2024年10月25日～2025年1月13日
　発売内容：金土日及び年末年始に利用できる１日フリー乗車券
　発売価格：紙券 おとな400円、こども10円　／デジタル おとな350円、こども10円

　※機構受託収入の減は年間の修繕工事等の総額が昨年より少ないことによる

種　　別 2025年度実績 2024年度実績
2019年度
増減比

通勤定期 1,307,986人 1,297,023人 +10,963人 +0.8% +4.8%

通学定期 1,538,850人 1,484,297人 +54,553人 +3.7% +3.5%

定 期 計 2,846,836人 2,781,320人 +65,516人 +2.4% +4.1%

定 期 外 1,379,703人 1,331,914人 +47,789人 +3.6% △0.0%

合　　計 4,226,539人 4,113,234人 +113,305人 +2.8% +2.7%

2025年度
増減
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 令和７年度 近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 事業実績見込み 
 

１ 会議の開催                                                                   

区 分 月 日 内   容   等 

協議会 R8.3.16 
 
[第16回] 

 
・近江鉄道株式会社2025年度着地見込み  

・近江鉄道線へのＩＣＯＣＡ導入 

・滋賀デスティネーションキャンペーン 

・近江鉄道株式会社と滋賀大学の連携協定に基づく研究成果 

・近江鉄道沿線市町および鉄道事業者による利用促進等の「令和７年度
取組実績」および「令和８年度取組計画」 

・近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会「令和７年度事業実績見込み・
収支決算見込み」および「令和８年度事業計画(案)・収支予算(案)」 

担当課長
会議 

R7.4.30 
R7.6.2 
R7.7.31 
R7.10.24 
R7.11.26 
R8.1.27 
R8.2.17 

「近江鉄道沿線地域公共交通計画」の推進に係る協議・調整等 

 

 ２ 国スポ・障スポ滋賀 2025 観戦応援事業の実施 

    近江鉄道線の利用を促進するため、国スポ・障スポ滋賀 2025 開催に合わせ、県内

中高生向け観戦応援乗車券の配布、シルバーパスの対象者の県域拡大を実施した。 

 

 

資料６－１ 
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１．歳入 (単位：円）

500,000 500,000 0 県負担金

500,000 500,000 0 市町負担金

2 繰越金 1 繰越金 1 繰越金 1,486,000 1,495,026 9,026

2,486,000 2,495,026 9,026

２．歳出 (単位：円）

1 会議費 1 会議費 600,000 300,000 △ 300,000 協議会の運営

2 事務費 2 事務費 100,000 10,000 △ 90,000 振込手数料等

2 事業費 1 事業費 1 事業費 1,500,000 148,500 △ 1,351,500
国スポ・障スポ滋賀2025滋賀
観戦応援事業

3 予備費 1 予備費 1 予備費 286,000 0 △ 286,000

2,486,000 458,500 △ 2,027,500
歳入決算額―歳出決算額

＝2,036,526円を令和８年度
へ繰越

負担金

増減額（B-A）

11

計

予算額（A）

運営費1

1 負担金 負担金

令和７年度 近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会　収支決算見込み

款 項 目
決算額（B） 増減額（B-A） 備考

予算額（A）
款 項 目

決算額（B） 備考

計
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令和８年度 近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会 事業計画（案） 

 

 近江鉄道線の運営は、公有民営方式による上下分離体制となり、近江鉄道株式会

社は鉄道の安全運行および利用者サービスの向上に努め、一般社団法人近江鉄道線

管理機構は鉄道施設等の維持管理を実施している。 

当協議会は近江鉄道線の利用促進および利便性・サービス向上のあり方について

議論するとともに、地域公共交通計画および鉄道事業再構築実施計画の進捗管理な

らびに評価を実施する。 

 

１ 会議の開催 

① 協議会：２回程度開催 

 

② 幹事会、担当課長会議等：必要に応じて開催 

 

 

２ 鉄道の利用促進および沿線地域のにぎわい創出 

2027 年秋（10 月～12 月）にＪＲグループによる大型観光キャンペーン「デス

ティネーションキャンペーン」が滋賀県で開催されることとなり、その「プレキ

ャンペーン」が 2026 年秋に実施されることに合わせ、利用者の更なる増加を目指

し、近江鉄道株式会社および一般社団法人近江鉄道線管理機構との連携により利

用促進および沿線地域のにぎわい創出に係る事業を実施する。 

資料６－２ 
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１．歳入予算 (単位：千円）

予算額 備考

500 県負担金

500 市町負担金

2 繰越金 1 繰越金 1 繰越金 2,036 令和７年度より

3,036

２．歳出予算 (単位：千円）

予算額 備考

1 会議費 1 会議費 600 協議会の運営

2 事務費 2 事務費 100 振込手数料・物品購入等

2 事業費 1 事業費 1 事業費 500
JRデスティネーションプレ
キャンペーン関連事業

3 予備費 1 予備費 1 予備費 1,836 予備費

3,036

款 項

負担金

合計

1 運営費

1

※予備費1,836千円について
　令和9年度または令和10年度に社会資本総合整備計画の次期計画策定を予定しており、予
備費1,836千円は当該計画の策定に必要な調査業務に活用する予定です。

　「社会資本総合整備計画」とは、国の社会資本整備総合交付金を活用し事業を実施しようとするとき
に、地方公共団体等が作成し国に提出する計画です。近江鉄道線再構築事業においては、令和6年度～令
和10年度の計画を策定済みであり、近江鉄道線の鉄道施設の整備や車両更新に交付金を活用しています。

（参考）

令和８年度 近江鉄道沿線地域公共交通再生協議会収支予算(案）

1

合　　計

目

目

負担金

款 項

負担金 1
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令和８年度事業計画及び収支予算 

（令和８年４月１日から令和９年３月 31 日まで） 

 

１ 令和８年度の方針 

令和８年度は、近江鉄道線が公有民営方式による上下分離の運行形態へ移行

し、三年目となります。上下分離後は、より一層安定した近江鉄道線の安全輸

送ができるよう取り組んできましたが、鉄道施設の老朽化による計画外の設備

故障が多発する中、物価高騰による工事費の上昇など、施設・設備の計画的な

更新について様々な課題が見えてきました。このような状況ではありますが、

引き続き第二種鉄道事業者の近江鉄道株式会社、滋賀県及び沿線自治体と協

議・連携しながら一つ一つの課題を解決し、「安全の確保」を第一に沿線地域

のまちづくりに貢献できるよう、次の事業に取り組みます。 

 

２ 事業概要 

（１）輸送の安全 

ア 職員意識の徹底 

     「安全の確保」は何よりも優先されることを認識し、一般社団法人 

     近江鉄道線管理機構安全管理規程、安全方針及び安全重点施策に基 

     づき取組みを進めるとともに、自然災害や重大事故及び想定される 

     非常事態に対し、令和７年度策定の危機管理マニュアルを活用し危 

     機管理体制を構築します。 

また、内部監査を実施することで、安全管理体制の構築・改善に 

おける取組の適合性及び有効性の確認を行います。 

   イ コミュニケーションの強化 

      情報共有及び情報発信することの重要性を認識し、情報展開を確 

実に行うため、第二種鉄道事業者の近江鉄道株式会社と安全推進会 

議を毎月開催し、より連携を強化するとともに、安全輸送に係る重 

大な情報は滋賀県及び沿線自治体へ速やかに報告し、情報共有しま 

す。 

   ウ 施設・設備の計画的更新 

      鉄道事業再構築実施計画の設備投資計画及び修繕計画を基本とし 

て、鉄道施設の更新を行うとともに輸送障害やインシデントによる 

計画外の損傷・摩耗が判明した箇所についても早急に対応します。 
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（２）適切な工事の執行と財源確保 

ア  設備投資等の工事の発注において、令和７年度末に更新した令和 

８年度及び令和９年度入札参加有資格者名簿を基に、多くの鉄道 

関係事業者を入札に参加させることにより、競争性を働かせ透明 

性を確保しながら、コスト削減の効果を最大限に生かします。 

イ  工事内容を充実させるため、国の動向を注視しながら国庫補助金を 

有効に活用します。 

ウ  近江鉄道株式会社技術課との定期会議を月 1 回以上実施し、工事 

の進捗状況の報告と確認を行い、円滑な連携体制を維持・強化し 

ます。 

 

（３）鉄道事業再構築実施計画における実施施策の取組 

   ア  大阪大学先導的学際研究機構との先進的技術を活用した実証実験 

において、引き続き環境及び情報提供を行い、鉄道設備点検の標準 

化に向けた取組を行います。  

イ  近江鉄道 200 形（ドクターガチャコン）に搭載したカメラで撮影し 

た AI 解析データを活用し、近江鉄道株式会社が行う保守管理業務 

の負担軽減に向けた取組を進めます。 

ウ  令和７年度末に導入した ICOCA の利用動向を注視し、円滑な運用が 

継続されているか状況把握に努め、近江鉄道株式会社と連携しなが 

ら、利用促進を図ります。 

エ  2027 年秋に滋賀県で開催されるデスティネーションキャンペーン 

に向けて、近江鉄道株式会社及び沿線自治体と連携し、誘客を図 

ります。 

オ  観光及び貸切列車の導入調査・研究を近江鉄道株式会社と連携し、 

進めます。 

 

（４）関係会議の開催 

・社員総会 

・理事会 

・構成団体担当部長会議及び構成団体担当課長会議 

・安全推進会議 

・契約審査委員会 
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2026 年 3 月 2 日 

 

地域公共交通の経営実態調査報告と抜本的改革の必要性の高まり 

 

～ 表面的な回復の裏に潜む「路線の消滅」～ 

 

（一財）地域公共交通総合研究所 代表理事 小嶋光信 

 

コロナ禍以降の運賃値上げにより、経営数値上は一時的な回復が見られるものの、実態は旅客の

減少と深刻な運転手不足による路線廃止が加速しており、地域公共交通はかつてない危機に瀕し

ています。今こそ、付け焼刃ではない抜本的な改革が必要です。 

1. 調査の概要 

第 10 回目となる本経営実態調査は、コロナ禍を乗り越え、一見小康状態にあると見られる地域公

共交通の「真の実態」を浮き彫りにすることを目的としました。 

• 対象： 全国のバス、民営鉄道、旅客船事業の各業界団体に加盟する 1,065 社 

• 回答： 184 社（回答率 17.3％） 

• 新要素： 記述式回答による実態把握の深掘りに加え日本銀行短観と同様の拡散指数（DI：

Diffusion Index）方式を用い、足元および先行きの業況を数値化した「公共交通 DI」を新たに

導入しました。 

 

2. 調査で判明した 3 つの重要事実 

アンケートの結果、半数以上の事業者が運賃改定を実施し、表面上の収支は改善傾向にありま

す。しかし、その内実を紐解くと以下の深刻な課題が浮き彫りとなりました。 

 

1. 利用者の未回復： 輸送人員はコロナ禍前の水準まで戻っていない。 

2. 三重苦の深刻化： 「慢性的な赤字体質」「人手不足」「路線の維持困難」という 3 点は、以前よ

りも厳しさを増している。 

3. 独自インデックスによる業況悪化の可視化： 日銀短観（運輸・郵便部門）では業況判断 DI が

横ばい～堅調な水準で推移している一方、公共交通に特化した今回の調査結果では、業況

判断および従業員不足感が極めて悪い数値を示した。 
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3. 加速する路線廃止の推移 

現在、交通空白地域が社会問題化していますが、それ以上に「赤字体質の常態化」「2024 年問題

（残業規制）」「運転手の高齢化」が維持の限界を招いています。 

• 2022 年度： 1,598km      バス路線減少（コロナ禍による影響） 

• 2023 年度： 2,496km        同    （運転手不足の深刻化により前年度の 1.5 倍超） 

• 2024 年度： 2,500km        同    （予測／2024 年問題の開始） 

• 2025 年度： 高止まり継続と予測 同   （高齢化・大量退職による維持限界） 

※2022 年度､2023 年度路線廃止距離は国土交通省自動車局調べ 

4. 抜本的改革の必要性の高まり 

昨年、私は（一財）運輸総合研究所会長とともに、当時の国交大臣および総理大臣に対し運輸総

研でまとめた「地域公共交通の革新案（緊急提言）」を提出しました。しかし、政局の変動もあり、十

分な社会的インパクトを与えるには至りませんでした。 

現在、地域交通法の一部改正も議論されていますが、現状の危機は個別事案への対処で解決で

きるレベルではありません。 

 

• ビジネスモデルの転換：事業者の声にも「財源・補助」への改革が数多く寄せられています。赤
字体質を前提とした補助金制度に加え、「公設民営」や「公設民託」など経営努力すれば黒字
化する制度へ移行すべきです。 

・売上高は増加していますが「運賃改定」に依存しています。運賃改定にも上限が存在します。そ
のためにも早急な構造見直しが必要なことは明らかです。 

• 法体系の抜本改正： 交通政策基本法に則り、道路運送法をはじめとする交通関連法規を  
根底から見直す必要があります。 

• 社会的インフラとしての再定義： 公共交通は損益だけで存廃を決めるものではなく、国民の
QOL（生活の質）を支える基盤です。 

5. 将来に向けた財源確保と国家安全保障 

暫定税率等の財源から 2,000 億円程度を確保することで、現状の維持に留まらない「公共交通先

進国」への転換が可能です。バリアフリー化、EV 化、自動運転、キャッシュレス対応、全国ネットワ

ークの DX 化を強力に推進すべきです。 

また、有事の際の「兵站（ロジスティクス）」を支えるのは民間の交通網です。公共交通の維持は、

国の安全保障に直結する緊急の国家的課題であるという認識が、今こそ国に求められています。 

以 上 
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